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1. 本稿の課題  

 近年、スマートフォンの普及に伴い、広告のあり方が大きく変

わろうとしてきている。テレビや CMといったメディアによって情

報がコントロールされてきた伝統的な広告活動とは違い、消費者

自身が SNSや Twitterなどソーシャルメディアを使って能動的に

情報を収集し、発信する。消費者は一方的に受信するだけの受け

身の存在ではなくなってきた。その SNS上での情報が、消費者の

消費行動に影響を与えるようになった。企業自身も Twitterや

Facebookを使って低コストで商品を PRするようになっている。

SNS映えする商品や消費者の中で話題性を持たせるような商品を

いかに生み出すかが販売戦略の1つとして位置づけられるように

なってきた。このような、従来の一方通行の広告宣伝から変化を

遂げた、SNSという双方向性をもたらす新たな宣伝媒体は興味深

い。 

本研究では、実際に SNSによる情報は企業にとって経営・販売

の有効な戦略手段となるのか、消費者は SNSや口コミにどう影響

を受けているのかを、明らかにしていきたい。そのために先行研

究を調べ、大学生を対象としたアンケート実態調査によって、検

討する。 

 

2.SNS時代の消費行動モデルとソーシャルメディア  

先行研究では、ソーシャルメディア時代の新たな消費行動モデ

ルとして、「SIPS」が提唱されている1（図 1）。まず、広告やブラ

ンドに「共感（Sympathize）」させ、その後に消費者はその情報や

商品と自分の整合性や有益さをあらゆる手段を用いてチェックし

て「確認（Identify）」し、購買行動のみならずそれぞれのレベル

で情報や商品に「参加（Participate）」して、それぞれのソーシ

ャルメディア上での「共有（Share）」や「拡散（Spread）」が行わ

                                                   
1 泉水清志「クチコミの発信内容と共感他者が消費者行動に及ぼす 

影響」育英短期大学研究紀要 第32号（2015年）39～51ページ 

れ、またその情報に共感するという、一巡の流れである。現代社

会では新しい情報が溢れかえっており、情報がソーシャルメディ

ア上で広まるためには、広告やブランドに「注意」させるより

も、「共感」を喚起する情報が重要であり、これが SNS上でのつぶ

やきや拡散につながるというのである。 

図 1：SNS時代の新たな消費者行動モデル 

 

出所：泉水清志（2015年）39～51ページ 

 企業によるソーシャルメディアの活用状況は、全体の約 6割で

ある。ソーシャルメディアは「売るための情報を一気に拡散す

る」という活用から、「共感を得て、顧客との一歩を踏み込んだ関

係を構築」「顧客の本音や真のニーズを知り、製品やサービスに生

かす」ためのツールとして活用をするという動きに変わりつつあ

ると示唆されている（図 2）。2 

図 2：ソーシャルメディアの活用状況 1 

 

出所：日経 BP社「平成27年度商取引適正化・製品安全に係る事

業報告書」2016年 

2 これらの点は、日経BP社「平成27年度商取引適正化・製品安全に係

る事業報告書」による。 



その中で、認知度向上を目的とした企業が最も多いことが分かる

（図 3）。自社の商品やサービスについて、ウェブサイトに掲載し

ただけでは伝わらない良さをソーシャルメディアによって伝えよ

うとする企業が増えているのである。特にマスメディアによる広

告に費用をかけられない中堅・中小企業にとっては活用の価値が

あると述べられている。しかしながら、実際には半数以上の企業

が狙った効果を得られていない。 

図 3：ソーシャルメディアの活用状況 2 

 

出所：図 2に同じ 

 

そして、ソーシャルメディアに対する消費者の反応は、業種や

扱う商品によって異なる。マーケティング専門誌の「日経デジタ

ルマーケティング」（日経BP社）では、「消費行動スコア」「好感

スコア」「興味関心スコア」の3点について分析されている（図

4）。3まず、消費行動スコアであるが、これは消費者の商品・サー

ビスの購入や利用が増えた人の割合を算出して偏差値化したもの

である。ソーシャルメディアによる売り上げが最も明らかに増加

した業種は、「ファストフード・コーヒー・宅配」、次に「コンビ

ニエンスストア」である。これは、LINEなどを活用して割引クー

ポンの配信に積極的であること、そして消費者が企業の投稿をき

っかけに認知し、気になった商品を気軽に試せるという比較的安

価な価格であることが示唆されている。次に、「好感スコア」は、

企業のソーシャルメディアの投稿が、好感度や共感の向上に結び

ついていたかを把握する指標である。そして、「興味関心スコア」

は、企業によるソーシャルメディアの投稿に対し、リツイートや

コメントなどをする、メルマガに登録する、キャンペーンに申し

                                                   
3 同上 

込むなど、購入には至らないが何らかのアクションを引き短くし

た度合いを偏差値かした指標である。 

図 4：業種におけるSNSの影響度 

 

出所：図 2と同じ 

従って、SNSを見て消費行動に移しやすいのは、購入までのリー

ドが短く、安価な商品である。これらは、気になったものをすぐ

に消費行動にうつすことができるのである。コンビニエンススト

アは SNSと相性が良いということをここでは確認しておく。この

点については、後に検討する。 

 

3. ソーシャルメディアと若者の消費行動の実態 

 ソーシャルメディアの普及のもとで、実際に若者はどのような

消費行動をとっているのだろうか。SNSは消費行動に影響がある

のだろうか。大学生 151人に SNSによって自身の消費行動に影響

はあるのか、筆者はアンケート調査を行った。まず、SNS はほぼ

100％の人が利用していることが分かった（図 5）。 

図 5：SNSの利用率 

 

出所：筆者が 2017年11月に実施したアンケート結果より 

作成 

 



その中で、約 8割の人が商品の購入時やサービスの利用時に影響

を受けており（図 6）、 

図 6：SNSによる影響度 

 

出所：図 5に同じ  

 

この約 6割の人が友人や家族などの身近な関係者からの情報に最

も影響を受けているのである（図 7）。 

 

図 7：影響を受ける情報発信者 

 

出所：図 5に同じ 

 

実際に、約 7割の人が SNSに刺激を受けて消費行動を起こしてい

る（図 8）。 

図 8：SNSによる消費行動の有無 

 

出所：図 5に同じ 

 

この購入する店舗は、通販・コンビニという比較的安易に購入で

きる、利便性に優れた店舗であった（図 9）。 

図 9：実際に購入した店舗 

 

出所：図 5に同じ 

 

また、購入した商品は約 4割の人が比較的安価な食品類であった

（図 10）。 

図 10：実際に購入した商品 

 

出所：図 5に同じ 

 

この中で最も刺激を受けて購入した商品は、次の通りである。意

外にも SNSに刺激を受けて、幅広い分野ものが消費行動にうつさ

れている。（図11）。 

図 11：実際に購入した商品名 

 

出所：図 5 



そして、SNSに影響を受けて購入した商品の価格は、価格が低く

なるにつれて、消費行動につながりやすいことが分かった。しか

し、低価格な商品と高価格な商品に消費の大差はない（図 12）。 

 

図 12：実際に購入した商品価格 

 

出所：図 5に同じ 

 

 アンケート調査から、次のことが分かる。 

①低価格な商品だけでなく、高価格な商品でも、SNSを見て消費

行動にうつしているということ。 

②比較的低価格な商品を取り扱うコンビニエンスストア、比較的

高価格な商品も取り扱う通販ともに、SNSにおいて実際に消費行

動しており、それほど大差がないということも注目される。 

③消費者は SNSで得た情報によって、簡単に購入できる場所、通

販であればボタン１つで買える、コンビニエンスストアであれ

ば、比較的身の回りで買うことができるといった容易に購入でき

るストアを利用しやすいこと。 

④SNSにおける身近な関係者からの情報は共感を生みやすく、消

費行動に重みづけされやすいこと。 

このことから、企業にとっては、SNS投稿を促すような商品の

宣伝方法や消費者間で共有しあえるような商品づくりができれ

ば、商品の認知度や消費につながるのではないだろうか。次は、

実際に SNSを活用した企業の事例から考えていきたい。 

 

                                                   
4 経済ジャーナリスト 高井尚之 PRESIDENT 2014年8月4日 

 「「アイスクリーム市場」最新トレンド【2】ネタ消費・次世代フレーバ

ー」 

4. SNS×コンビニの成功事例 

 SNSを活用した成功事例として、赤城乳業のガリガリ君が挙げ

られる。19年ぶりに過去最高の売上高を更新し、2013年の販売は

約 4億 8500万本で、日本全員が年に 4本食べているという計算と

なった4。赤城乳業マーケティング部、ブランド担当の荻原史雄さ

んによると、「やっていることは昔から変わらず、消費者の口コミ

効果である。」「ネタ作りでは、お客様の期待を裏切ることも目指

す」という。一見向こう見ずな手法に見えるが、そこには明確な

マーケティング戦略がある。 

それは、定番以外に「衝撃シリーズ」として、「コンポタージ

ュ」「クレアおばさんのクリームシチュー」「ナポリタン」味とい

う、SNSにつぶやきたくなるようなフレーバーを次々に出すこと

で、「これ美味しい」「微妙」「物珍しさで食べるならあり」など意

見が飛び交わせ、アイス売り場に人を集めることが目的で、最終

的には「定番の味に戻す」という戦略である。 

この SNSによるネタ消費が話題性を生み、売れ行きに直結した

のである。従って、ガリガリ君は、従来の企業からの一方通行な

宣伝手法に、消費者の SNS投稿という新たな双方向性のある宣伝

手法がプラスされたことで、売り上げに直結したと考えられる。

これに加えて、コンビニ限定と絞った商品開発が売り上げに直結

したのではないだろうか。そこで、“コンビニ”に焦点を当てて考

えていきたい。 

 

5. コンビニと若者の関係性 

 森脇丈子氏によると、コンビニエンスストアと若者には、有機

的な結びつきがあると述べられている5。商品を提供するメーカー

がコンビニの成長を支える若者向けの商品開発に力を入れるだけ

でなく、消費の文化の面でコンビニが若者の流行の発信地となる

ことも多く、メーカーにとってはコンビニに商品を置いてもらえ

るかどうかが、利潤獲得のための不可欠となっていると述べられ

ている。いわゆる、コンビニが流通の起源となってヒット商品が

生み出されたり、「コンビニでよく売れている商品」という紹介が

5 森脇丈子 商経論叢（第56号）「コンビニ利用型の消費行動と日 

本的買い物習慣」 



されることでさらに販売数がよく伸びる商品があり、また、新発

売の商品を購入するためにわざわざコンビニに足を運ぶ消費者が

いたりするということが推測できる。また、コンビニエンススト

アの戦略として、現在の顧客の中心である青年層に支持される商

品開発を行い、限られたスペースながら客が飽きてしまわないよ

うな商品陳列を行う。最近では顧客層拡大を目的にこれまで取り

扱ってこなかったような商品をを取り扱うなど、また様々な努力

により改善がなされているという。 

 それに指摘したが、SNSとコンビニの相性は良い。私はこのコ

ンビニエンスストアの若者に焦点を当てた販売戦略は、SNSとい

う情報収集力、また情報発信力によって大きな展開力を得たと考

える。SNSは流行の発信地としてもコンビニの新たな駆動力とな

るだろう。いわゆるコンビニエンスストアが、ソーシャルメディ

アによってさらに好循環を築くということである。流行の発信地

であるコンビニエンスストアにとって、購入前から関心を引き付

けることができる SNSは、魅力の大きい媒体である。アンケート

調査から考えると、友達や家族などの身近な関係者からの情報に

刺激を受けるようになってきている。これは、実際に消費経験を

伴うために広告と比べれば情報の信頼性は高く、訴求効果が期待

できるからであろう。だからこそ、いかに SNSでの影響力のある

若者のトレンドを踏まえて、友人間で話題にしたくなるネタ（例

えば SNS映えする商品、ツッコミどころのある商品）、また共有し

あえる商品を提供することができるかどうかが、コンビニエンス

ストアをさらに躍進させるカギとなる。 

 

6. インフルエンサーマーケティング 

 これまで述べてきたように、SNSによる広告は企業にとっ

て、極めて有効な広告・販促手段となってきている。近年、この

仕組みを活用した「インフルエンサーマーケティング」という手

法が注目されている。6インフルエンサーとは、特定のコミュニテ

ィにおいて他のユーザーへの口コミの影響力が大きい人物を指

す。特定のコミュニティにおいて強い影響を与えるインフルエン

サーを企業が活用することで、消費者の購買行動に影響を与える

                                                   
6 「基礎から応用まで5分で理解するインフルエンサーマーケティング」 

マーケティング手法である。従来の企業が直接消費者に対してメ

ッセージを発信するマーケティングと違い、効果的に商品やブラ

ンドに対する認知や購買意欲の向上を実現することができる手法

として注目されている（図11）。 具体的には、インフルエンサー

に企業の商品やコンテンツを実際に利用してもらい、そのプロセ

スをブログやSNSを使って宣伝するというのが一般的な方法で

あり、インフルエンサーによる投稿が他のユーザーに拡散される

ことが狙いとなっているのである。 

 

図11：マーケティング手法の変化 

 

出所：「基礎から応用まで5分で理解するインフルエンサーマーケ

ティング」 

 

また、年代ごとに影響力のある人物、いわゆるインフルエンサ

ーによって、特定のターゲットが狙いやすくなり、その結果より

共感性の高いコンテンツを生み、質の良い口コミが広がりやすく

なるのである。他のマーケティング手法に比べると、狙ったター

ゲット層への影響力が高いのが、インフルエンサーマーケティン

グの特徴といえるだろう。 

THECOO株式会社の発表によると、企業がインフルエンサーに広

告として投稿を依頼した案件は、2015年には年間わずか 16件し

かなかったが、2016年には年間1000件以上を超える規模に拡大

してきており、その市場規模は 2.4億円以上とされ、今後も規模

 

 



は拡大していくことが予想されている7（図 12）。 

 

図 12：Instagramでのスポンサード投稿数、スポンサード投稿を

行うインスタグラマーの平均フォロアー数 

 

出所：「市場規模2.4億円以上。Instagramスポンサード投稿急増

のワケ」 

 

従来からのインフルエンサーによるプロモーションといえば、

芸能人による商品のブログ紹介である。ユーザーは自身が共感で

きる価値観や憧れを感じる人が紹介するモノに魅力を感じるもの

であった。これがインフルエンサーマーケティングの先駆けとい

うモデルである。 

しかし、このインフルエンサーマーケティングは大きく変化し

つつある。かつての知名度が高く、メディアで影響力のある人物

ではなく、無名の一般人をインフルエンサーとして活用する企業

が増えてきているのである。ではなぜ、企業はインフルエンサー

を一般人の中から探索し、特定する煩雑な業務を行ってまで、あ

えての一般人を起用するのだろうか。それは、ユーザーのネット

行動が変化したからである。ブログブームだった 2000年初期は、

目的を持ってパソコンの前に座る人が多く、Googleや Yahooなど

の検索サイトを使って知りたい情報をリサーチすると、著名人の

ブログなどに行きついていた。しかし、2010年から SNSが普及し

                                                   
7「市場規模2.4億円以上。Instagramスポンサード投稿急増のワケ」 

 

 

てきて、そこにスマートフォンを加わるようになってからは、一

般ユーザーが発信する情報も多くの人に共有されるようになっ

た。現代の私たちはスマートフォンにより、日常の延長線上で無

意識に情報を得ている（図 13）。 

 

図 13：SNS利用目的の変化 

 

出所：Instagram時代の消費行動モデル「CREEP」 

 

そうした中で、個人ユーザーのインフルエンス力そのものが以前

より高まってきているのである。企業が発信する情報に下心があ

るというのは周知の事実であり、芸能人によるステルマーケティ

ング8が明るみにでたこともあり、消費者自身も有名なインフルエ

ンサーの発言に対しては慎重になってきているのである。企業側

に書かされたかもしれない芸能人のブログよりも、純粋にその商

材が好きな個人ユーザーの発言の方が信頼感が増すというのであ

る。中立的な立場の人物からの口コミは以前から信頼度が高いも

のであったが、その口コミがデジタル上でも交わされるようにな

った現在では、企業が一方的に情報を発信するだけではいかなく

なってきている。いかに、インフルエンサーを巻き込み、効率的

な口コミ効果を出していくかが重要だろう。 

 

 

8 ステルマーケティング：企業から報酬を受け取っているにも関わらず、

宣伝であることを隠して口コミや良い評価を行うこと。 

 



7. 小括 

 スマートフォンが浸透してきた現在にとって、SNSを使った広

告や宣伝は、TVや CMに負けない、いやそれを超える企業の経

営・販売の戦略媒体として位置づけられるようになってきてい

る。SNSは、自分のよく知っている友人から自分に適した情報が

入ってくるため、そのような情報には共感という重みづけがされ

やすい。 

現代社会では新しい情報が溢れかえっており、企業の狙う情報

がソーシャルメディア上に広まるためには、共感を喚起している

かどうかが重要なのである。また、ソーシャルメディアは、ひと

たび、情報を発信すれば、受信者がリツイートや「いいね！」ボ

タンなどで同時に情報発信者になる「受信者＝発信者」という構

造があるため、圧倒的な情報伝播力を持っており、ソーシャルメ

ディアの発展と共にクチコミの重要性と影響力は大きい。「ネット

で売れている」「ネットで話題」ということがさらなる口コミを呼

び、爆発的なヒットを起こすという方程式も生まれつつあると考

える。また、企業側から見ると、ソーシャルメディアは低コスト

で消費者に情報提供をしたり、消費者ニーズを把握したマーケテ

ィングや商品開発を行ったりすることを可能にする。特に中堅・

中小規模の企業にとっては、従来では考えられないほど広い市場

を相手にビジネスを展開できるようになるだろう。 

コンビニエンスストアと SNSの相乗作用について再確認してお

こう。コンビニエンスストアの若者に焦点を当てた販売戦略は

SNSという情報収集力、また情報発信力によって大きな展開力を

得たと考える。流行の発信地であるコンビニエンスストアにとっ

て、購入前から関心を引き付けることができる SNSは、魅力の大

きい媒体である。だからこそ、いかに SNSでの影響力のある若者

のトレンドを踏まえて、友人間で話題にしたくなるネタ、また共

有しあえる商品を提供することができるかどうかが、コンビニエ

ンスストアをさらに躍進させるカギとなる。逆に SNSによる販売

戦略もコンビニエンスストアによって、推進力を得るだろう。コ

ンビニエンスストアと SNSは相互に支えあっている。 

企業自身が SNSを活用した広告・宣伝を取り入れるようになっ

てきているということは、企業の経営・販売の戦略要素の核とし

て捉えられるようになってきている証である。私は、これから商

品やサービスの販売は SNSにより大きな駆動力を得ると考える。

インターネットという媒体の力が、それがなかった頃のテレビ、

CMに匹敵するようになってきたのではないだろうか。 
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